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気象庁が行う気象警報発表作業気象庁が行う気象警報発表作業
の流れと利用上の留意点の流れと利用 の留意点

２． 警報・注意報の利用上の留意点について
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話題の概要

警報などの防災気象情報は自然災害から
国民を守るための重要な情報国民を守るための重要な情報

↓↓
気象情報提供の最前線にいる気象予報士
の役割は非常に大きい 機会をとらえて認の役割は非常に大きい。機会をとらえて認
識を合わせたい。

１ 警報・注意報で連携を深めるために１．警報・注意報で連携を深めるために
２．警報・注意報の利用上の留意点
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警報は使われてこそ警報

情情 情危
危

※情報作成者と利用者
が異なる場合
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危険見逃し 情報不達 情報軽視

情報作成と情報伝達を担う人間の連携によっ
情報を する側 危険 避行動 繋げて，情報を利用する側の危険回避行動に繋げ

ることが重要

3



情報作成におけるポイント

大雨等の現象を見逃すことなく警報等を発表する

しかし，雨雲の急発達などで対応する時間が短
くなることも・・・くなる とも

段階的に情報を提供することで，気象状況とそれに伴段階的に情報を提供することで，気象状況とそれに伴
い発生するおそれのある災害への警戒を的確に呼びかけ
るる

数日前の段階から警戒が必要となる可能性を示し数日前の段階から警戒が必要となる可能性を示し，
状況を共有することで，いざという時の対応の迅速化
を図る。を図る。
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防災気象情報とその利用（大雨を例に）
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情報伝達におけるポイント（１）

警報の迅速・確実な伝達の担保

警報が迅速・確実に伝達されていれば・・・

(例） 県まではFAXで届いていたが，その先に
流れていなかった

→ 深夜で役場の担当者が不在だった
→ 電話応対で忙しく警報に気付いていなかった

等々

警警報の伝達は迅速・確実に
なるべく複数のルートによる伝達を
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気象台が発表する警報等の伝達

消防庁

J-ALERT（全国瞬時警報システム）
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気象庁のホームページなど
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情報伝達におけるポイント（２）

防災気象情報の情報量増加・ニーズの多様化

① 情報量の増加による伝達の困難さ
・情報の細分化情報の細分化
・情報の更新頻度

② 利用者のニーズの多様化による
伝達 困難さ伝達の困難さ
・ニーズに合った情報への期待
・地域ごとのニーズの違い
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細かくなる情報（１）

～平成２２年５月：６地域

発表区域イメージ（福岡県の場合）
平成２２年５月～：６０地域

全国で３７５地域

市町村長が行う避難勧告等の防災対応の判断や住民の自主的な避難行動を

⇒ １７７７地域
気象警報等の改善

よりきめ細かく支援するため、気象に関する警報・注意報の改善を行ってい
ます。

平成20年５月には、大雨及び洪水警報・注意報の発表の目安となる基準平成20年５月には、大雨及び洪水警報 注意報の発表の目安となる基準
に、より災害との関連性の高い新たな指標（土壌雨量指数及び流域雨量指
数）を導入しました。

平成22年5月２７日から発表区域を市町村単位として発表してい平成22年5月２７日から発表区域を市町村単位として発表してい
ます。これにより、どこに警報や注意報が発表されているのかが分
かりやすくなります。 9



細かくなる情報（２）
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細かくなって良かったことも・・・
従来の発表域を踏襲した場合
（複数の市町村をまとめた区域に発表）

平成２２年５月２７日以降の場合
（市町村を対象に発表）

大雨警報
大雨注意報

1919日日1818時～時～2222時の時の
解析雨量分布図解析雨量分布図

上の例の場合、
大雨警報の発表対象は、大雨警報 発表対象は、

従来：３０３０市町村市町村

１２１２市町市町 となった
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情報伝達における連携に向けて

警報・注意報で連携する必要性は大きくなってきている

１．発表領域の細分化の進展（情報の詳細化）
→ 平成22年5月27日から発表区域を市町村単位として発表

課題がより深刻化する反面，より細かな情報を基に，必要な地域課題がより深刻化する反面，より細かな情報を基に，必要な地域
の情報のみを抽出することが，容易になってきている

２ 自動処理のしやすい形での情報提供の進展２．自動処理のしやすい形での情報提供の進展
→ XML形式での情報提供

情報の抽出等の加工が，より容易になってきている

伝達ルートが多様化している現在，警報内容を如何
に判りやすく利用者に提示するかが より重要になに判りやすく利用者に提示するかが，より重要になっ
てきている

利用者の立場に立ち 判りやすくするための創意工利用者の立場に立ち，判りやすくするための創意工
夫が重要
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警報・注意報の内容
・注意警戒が必要な事項

・発表中の警報・注意報
の種別。

・大雨警報には、特に警
戒すべき事項を括弧で記
述述

・土砂災害や浸水に関す
る注意警戒。

警・警報発表の可能性を記
述。

・現象毎に、注意警戒期
間、ピーク時間、予想最
大値を記述。

・災害に結び付くおそれ災害に結び付くおそれ
のある現象を記述。
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より加工処理しやすい情報

加工変換

XML形式（新形式）のイメージ 広域編集の情報をテーブル表示した場合

加工変換

（（茨城県では、２８日夜遅くまで浸水、土砂災害、河川の増水に警戒してください。））

県内全域の状況を把握したい場合に便利。

平成20年08月28日21時30分 水戸地方気象台発表

（（茨城県では、２８日夜遅くまで浸水、土砂災害、河
川の増水に警戒してください。））

平成20年08月28日21時30分 水戸地方気象台発表

（（茨城県では、２８日夜遅くまで浸水、土砂災害、河
平成20年08月28日21時30分 水戸地方気象台発表

区市町村毎の情報に編集した場合

加工変換

お知らせ：この電文はテストサンプルです。

水戸市 ［警報］なし ［注意報］雷

********************************************

水戸市

川の増水に警戒してください。））

お知らせ：この電文はテストサンプルです。

土浦市 ［警報］大雨（土砂災害、浸水害）， 洪水
［注意報］雷

（（茨城県では、２８日夜遅くまで浸水、土砂災害、河
川の増水に警戒してください。 ））

お知らせ：この電文はテストサンプルです。

古河市 ［警報］大雨（土砂災害、浸水害）， 洪水
［注意報］雷

雷注意報 ［継続］
雷 注意期間： ２９日朝まで
付加事項 竜巻 ひょう

********************************************

土浦市
大雨警報（土砂災害、浸水害） ［継続］
特記事項 土砂災害警戒 浸水警戒
土砂災害 警戒期間： ２８日夜遅くまで

注意期間： ２９日朝まで

********************************************

古河市
大雨警報（土砂災害、浸水害） ［継続］
特記事項 土砂災害警戒 浸水警戒
土砂災害 警戒期間： ２８日夜遅くまで

浸水 警戒期間： ２８日夜遅くまで
注意期間： ２９日未明まで

注意期間： ２９日朝まで
浸水 警戒期間： ２８日夜遅くまで

注意期間： ２９日明け方まで
１時間最大雨量 70ミリ各市町村の状況を詳細に把握したい場合に便利。
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市町村警報になって変えたこと（１）

○「市町村等をまとめた地域」の使用
情報量がこれまでより格段に多くなるため，メディアによっては放送することが情報量が れまでより格段に多くなるため，メディアによっては放送する とが
難しい場合がある。このため，市町村等をまとめた地域（かつての二次細分区
域）毎の情報も併せて記載している。「府県予報区」「一次細分区域」「市町村
等をまとめた地域」は 地域を簡潔に表示する目的で用いる。等をまとめた地域」は，地域を簡潔に表示する目的で用いる。

○電文形式の変更
気象庁防災情報XMLフ マ ト 新かな漢字形式 表形式( df) 広域編集気象庁防災情報XMLフォーマット，新かな漢字形式，表形式(pdf)，広域編集
形式，経過措置（かな漢字、XML）

○大雨警報に、特に警戒すべき事項（土砂災害、浸水害）を明示
大雨警報については，その基準要素に応じて，特に警戒すべき事項を「大雨警
報（土砂災害）」 「大雨警報（浸水害）」 「大雨警報（土砂災害 浸水害）」のよ報（土砂災害）」，「大雨警報（浸水害）」，「大雨警報（土砂災害、浸水害）」のよ

うに括弧書きで表記する。大雨注意報は括弧書きによる区別はしない。
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市町村警報になって変えたこと（２）

○警報の可能性に言及した注意報の運用
これまでも台風時などで，注意報の中で今後の警報発表の可能性について言
及して発表してきたが，今後は短時間強雨などでも可能性が明らかな場合は
警報に言及することがある。

○大雨、洪水、高潮以外の警報注意報の運用
全ての種別で市町村毎に発表・解除する。現象の規模によっては，市町村警
報を開始する以前と同程度の範囲にまとめて発表 解除を行う報を開始する以前と同程度の範囲にまとめて発表・解除を行う。

○指定河川洪水予報と洪水警報・注意報の運用
「はん濫注意情報」発表時は「洪水注意報」（または「洪水警報」）を，「はん濫
警戒情報」または「はん濫危険情報」発表時は「洪水警報」を発表する。

その際の対象範囲は 仮に洪水予報指定河川のどこかではん濫が発生した場その際の対象範囲は，仮に洪水予報指定河川のどこかではん濫が発生した場
合に一定時間（例えば６時間）以内に浸水するおそれのある区市町村とする。
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情報利用におけるポイント

情報の洪水の中で・・・・

① 情報の誤解（誤った解釈）
・情報の錯綜
・数字の誤解
・防災対応行動の選択エラー

② 情報の軽視② 情報の軽視
・正常化の偏見
過去の経験・過去の経験
・防災対応行動の評価エラー

利用者の理解を高めるための平時の啓発 異常気象利用者の理解を高めるための平時の啓発，異常気象
時には正確に分かりやすく伝えることが重要
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警報の弱点

情報の軽視に対する寄与が小さい

１．警報慣れ
→ 警報が発表されても災害が起こらない事による

警報の狼少年化

２ 警報の定型化２．警報の定型化
→ 形式が固まっている情報
→ 臨機応変の内容が入りにくい情報→ 臨機応変の内容が入りにくい情報

補 的な解説 バ きる余地 大き な補足的な解説でカバーできる余地は大きいのではないか
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防災気象情報と市町村の防災対応の整理

災害種類

防災対応

大雨による
土砂災害

大雨による
浸水害

洪水害
（外水による浸水災害）

高潮害
（高潮による

防災対応 土砂災害
（内水による浸水害）

（外水による浸水災害）
浸水害）

避難勧告

土砂災害
警戒情報

はん濫
警戒情報

高潮警報

避難準備情報
大雨警報

（土砂災害）
大雨警報
（浸水害）

洪水警報
はん濫

注意情報

市町村ごと 指定河川ごと

市町村ごと

(要援護者避難)
（土砂災害） （浸水害） 注意情報

防災体制の
大 注意報 大 注意報

市町村ごと 市町村ごと 市町村ごと 指定河川ごと

立ち上げ
（避難行動を要しな
い程度の災害）

大雨注意報 大雨注意報 洪水注意報 高潮注意報
市町村ごと 市町村ごと 市町村ごと 市町村ごと

※ 大雨警報については、特に警戒すべき事項を「大雨警報（土砂災害）」、「大雨警報（浸水害）」、「大雨警報（土砂災害、
浸水害）」のように、括弧書きで表記します（平成22年5月27日から）。

※ 高潮の場合は、台風の接近に伴い風雨が強まり避難が困難になる場合が多いことから、避難準備情報の基準を満たし
た時点で避難勧告を検討するイメージです。

※ 市町村が避難判断の具体的な基準を策定する場合は、上表を参考にしつつ、地元気象台等からどのような情報が、ど
のような時に出され、どのような意味を持つのかを十分確認するとともに、市町村の災害特性も踏まえて検討してください。

※ 局地的大雨等の場合は、「大雨災害における避難のあり方等検討会報告書」（平成22年3月）の提言も踏まえた防災対
応を検討してください。 19



市町村を対象とする警報・注意報の特徴

◎避難勧告や避難準備情報の判断を支援する
・市町村が防災活動の基本（災害対策基本法）市町村 防災活動 基本（災害対策基本法）
・市町村の首長が避難勧告等を発令，地域防災計画も市町村単位

大雨，洪水，高潮警報・注意報（避難行動が必要な災害に対応）は，市町村
ごとの特徴を踏まえた基準により市町村を単位に発表ごとの特徴を踏まえた基準により市町村を単位に発表。

◎地域住民に分かりやすい
市町村名称を用いることで対象地域がわかりやすい市町村名称を用いることで対象地域がわかりやすい。

◎対象地域の絞込みが可能（道連れの軽減）
二次細分区域にとらわれないため，対象地域の絞込みが可能。

△情報量が多く 伝達・表示に工夫が必要 定型的△情報量が多く，伝達 表示に工夫が必要，定型的

△きめ細かい発表となるため，発表回数が増える

△小さなスケールの現象を予想することは，依
然難しい 20



警報・注意報の暫定的な運用（１）

東北地方太平洋沖地震への支援対応
大雨警報・注意報（土大雨警報・注意報（土
砂災害）、土砂災害警
戒情報の暫定的な基

東北地方太平洋沖地震の被災
地では、強い揺れに伴う地盤の緩 戒情報の暫定的な基

準
（2011年6月1日現在）

みや、堤防や排水施設等の被害
により、通常より風水害が発生し
やすい状況と考えられます。

通常の土壌雨量指数基準の

５割

このため気象庁では、大雨警報・
注意報、洪水警報・注意報、土砂
災害警戒情報、指定河川洪水予
報に 発表基準を引き げ ６割

７割

割

報について、発表基準を引き下げ
て運用を行っています。

８割

に引き下げて運用中
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警報・注意報の暫定的な運用（２）

東北地方太平洋沖地震への支援対応

大雨警報・注意報（浸水害）、
洪水警報・注意報の暫定的
な基準な基準
（2011年6月1日現在）

通常の基準の

浸水害を対象とする大雨警報・注意報 ６割
洪水警報・注意報の雨量 ６割洪水警報 注意報の雨量 ６割
洪水警報・注意報の流域雨量指数 ７割

洪水警報・注意報の流域雨量指数 ７割

に引き下げて運用中
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警報・注意報の暫定的な運用（３）

指定河川洪水予報

東北地方太平洋沖地震への支援対応

指定河川洪水予報
の暫定基準を設定し
た予報区域（河川）た予報区域（河川）
（2011年6月1日現在）
※広瀬川は6/1で暫定基準を解除しています。

水位の基準を引き下げて運用する区間

通常の水位の基準で運用する区間通常の水位の基準で運用する区間
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まとめ

・危険を察知し危険回避に繋げるためには 情報危険を察知し危険回避に繋げるためには，情報
を作成する側と利用者との間の認識共有が非常
に重要に重要。

警報 気象情報 多 容・警報を始めとする防災気象情報は多くの内容を
含んでおり，単に発表・解除だけではなく，利用者表
のニーズに合わせて内容を抽出して伝えることが
効果的効果的
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最後に

警報などの防災気象情報は自然災害から
国民を守るための重要な情報国民を守るための重要な情報

気象情報提供の最前線にいる気象予報士気 気
の役割は非常に大きい。

ありがとうございました。あ う
気象庁ではホームページ上で警報・注意報を始めとする防災気
象情報を迅速に公表しています。今日お話しした事も頭の隅に置
き 情報を有効 活 さる うお ますきつつ情報を有効に利活用して下さるようお願いします。

気象庁ホームページ
http://www.jma.go.jp/jma/index.html

最新の警報・注意報の状況
http://www.jma.go.jp/jp/warn/000.html 25


